高知県農業クラスター計画策定事業費補助金交付要綱　新旧対照表

（改正後）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（改正前）

	高知県農業クラスター計画策定事業費補助金交付要綱
第１条　（略）

（補助目的）

第２条　県は、地域地域で園芸農業を核として関連産業を集積させる農業クラスターの形成を促進させるために、市町村又は民間企業（以下「補助事業者」という。）が、農業クラスタープランの作成又は次世代園芸団地の基盤整備に係る基本計画を作成する事業、園芸団地の用地を作り出すために必要なハウス等の移設・撤去に係る事業及び農業クラスターの核となる園芸団地用地の長期的な確保に係る事業に要する経費に対し、予算の範囲内で補助金を交付する。

（補助事業者、補助対象経費、補助率等）

第３条　前条に規定する事業（以下「補助事業」という。）に係る補助事業者、補助対象経費、補助率等は、別表に定めるとおりとする。
第４条～第５条　（略）
（補助の条件）

第６条　補助事業者は、補助金の交付の目的を達成するため、次に掲げる事項を遵守しなければならない。

　(１)～（５）　（略）
（６）補助事業者（市町村を除く。）においては、県税の全税目
　で滞納がないこと。ただし、県税の納税義務がない場合は、
申立書を提出すること。
第７条　（略）
（補助事業の実績報告等）

第８条　（略）
２　第４条第２項ただし書の規定により補助金の交付を申請した場合は、前項の補助金実績報告書の提出に当たって、当該補助金に係る消費税仕入控除税額等が明らかになったときは、これを補助金額から減額して報告しなければならない。
３　（略）
第９条～第11条　（略）
（情報の開示）
第12条　補助事業又は補助事業者に関して、高知県情報公開条例（平成２年高知県条例第１号）に基づく開示請求があった場合は、同条例第６条第１項の規定による非開示項目以外の項目は、原則として開示するものとする。
第13条　（略）
附　則
１　この要綱は、平成28年５月６日から施行する。

２　この要綱は、令和４年５月31日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に基づき交付された補助金については、第６条第１号、第８条第３項、第10条及び第12条の規定は同日以降もなおその効力を有する。

附　則

この要綱は、平成29年４月19日から施行する。
附　則
この要綱は、令和２年２月21日から施行する。
別表（第３条関係）補助事業者、補助対象経費及び補助率等

（赤字の変更に加え、表中の記載について行と列を入れ替え）

事業
区分
補助事業者
(事業実施主体)
事業
内容
補助対象要件

補助対象経費

補助率

補助金

上限額
農業クラスタープラン作成事業
市町村
　市町村を中心として、関係機関等で構成するクラスタープロジェクトチームを編成し、園芸農業を核として関連産業を集積させる「農業クラスタープラン」を作成する事業。
下記の内容を満たした「農業クラスタープラン」（「クラスターイメージ図（参考様式１）」と「クラスタープロジェクト工程表（参考様式２）」、「クラスター計画書（参考資料３）」）を作成し、実績報告書提出時に添えること。
(１)新規のプラン
① 次世代型ハウスの整備等による、おおむね50a以上の生産面積の拡大
② ①を核とした２業種以上の関連産業の集積
(２)既存のプランのバージョンアップ
新たな雇用創出(１名以上)、関連産業の集積又は生産面積の拡大(おおむね50a以上)等の効果が見込まれること。
先進地調査費、報償費、調査委託費、借上料、現地実証に係る経費、その他知事が必要と認める経費
2分の1以内
(１)新規のプラン

150万円/プラン

(２)既存のプランのバージョンアップ
75万円/プラン
次世代園芸団地基盤整備基本計画作成事業
市町村又は民間企業
市町村又はコンサル、建設業等の民間企業が、次世代型ハウス等の整備が可能な園芸団地の用地を作り出すために必要な地積測量や現況基礎調査、基盤整備実施設計書作成等、「次世代園芸団地基盤整備基本計画」を作成する事業。
下記の①又は②を満たした「次世代園芸団地基盤整備基本計画」（「計画平面図（縮尺500分の１以上の精度で次世代型ハウス等の配置含む）」、「整備事業費積算資料（整地費、用排水施設費等）」、「土地調書（現況用地測量図、権利関係等）」等）を作成し、実績報告書提出時に添えること。
① おおむね50a以上の次世代型ハウス等が建設可能な用地を生み出し、かつ、地権者（注１）から15年以上の利用権設定、ハウス設置、基盤整備による形状変更等の同意を得ること。
② おおむね２ha以上の露地栽培のための用地を生み出し、かつ、地権者から５年以上の利用権設定、基盤整備による形状変更等の同意を得ること。

地積測量、現況基礎調査、権利関係の調整に要する租税公課、先進地調査費、実施設計作成費、委託費、その他知事が必要と認める経費
2分の1以内
用地面積１ha当たり150万円を上限とする。
ハウス等移設・撤去事業
市町村
市町村が、次世代型ハウス等の整備が可能な園芸団地の用地を作り出すために必要なハウス等の移設及び撤去に係る経費を支援する事業。
下記の内容を満たしていること。

① 概ね1ha以上の次世代園芸団地の計画に係るハウス等の移設、撤去であること。

② 地権者から中間管理機構等（注２）を介した15年以上の利用権設定、ハウス設置、基盤整備による形状変更等の同意が得られていること。

③「農業クラスタープラン」又は「次世代園芸団地基盤整備基本計画」が作成されており、次世代園芸団地の計画平面図（縮尺500分の１以上の精度で次世代型ハウス等の配置含む）があること。

※ただし、他の事業区分と併用する場合は、①を満たしていること。さらに、他の事業区分を実施することで②並びに③の要件を満たした後に実施するものとする。

ハウス等の移設及び撤去に係る経費。
県：２分の１以内

※ただし、市町村は補助金額以上を負担するものとする。
10a当たり450万円を上限とする。
次世代園芸団地用地確保事業
市町村

（用地の地権者若しくは地権者等で構成する任意組織又は耕作者）
農業クラスターの核となりうる園芸団地用地を確保し、園芸団地が長期にわたり持続するため、地権者又は耕作者の協力に対して支援する事業
下記の内容を満たしていること。

①対象用地は、市町村が次世代園芸団地候補地として指定した地区指定用地であり、知事の承認を得ていること。

②用地は20年以上の長期にわたり提供されること。

③対象地区について、「農業クラスタープラン」又は「次世代園芸団地基盤整備基本計画」が作成されていること。

④県の小規模園芸農地集積支援事業の対象農地ではないこと。

⑤国の機構集積協力金交付事業のうち、経営転換協力金交付事業の対象農地ではないこと。

※「農用地利用配分計画」の写しを実績報告書提出時に添えること（農地の場合）。
(１)地権者集積協力金

対象地区の地権者で、賃貸借又は売買により、20年以上用地を提供する者に対し交付する補助金

(２)耕作者集積協力金

対象地区の耕作者で、下記の内容を満たしている者に対し交付する補助金

①一人で合計１ha以上の用地を合意解約等により提供できること。（ただし、各筆ごとに本事業区分を利用できるものとする。）

②地権者又は中間管理機構等と賃貸借契約等を締結していること。

③対象用地で１年以上の耕作実績があること。

④対象用地の地権者と同一の世帯に属する者又は二親等内の親族ではないこと。

※地区指定(変更)計画書に記載された地権者又は耕作者を補助対象者とし、利用権設定等を行う予定年度に申請を行うものとする。
(１)地権者集積協力金

定額

①賃貸借

20年以上：20万円/10a

30年以上：30万円/10a

②売買

30万円/10a

(２)耕作者集積協力金

市町村補助額の２分の１以内

(１)地権者集積協力金

地権者1人当たり300万円を上限とする。
(２)耕作者集積協力金

10a当たり10万円を上限とする。

※事業区分の各事業は、併用を可能とする。
※算出された交付額に1,000円未満の端数を生じた場合は、当該端数を切り捨てるものとする。
　　　　　　　　　　　（注１）地権者：土地の所有者
（注２）中間管理機構等：農地中間管理機構、農地利用集積円滑化団体
第１号様式（第４条関係）
第　　　　　　　　　号
令和　　年　　月　　日
令和　　年度高知県農業クラスター計画策定事業費補助金交付申請書
  令和    年度において、下記のとおり高知県農業クラスター計画策定事業を実施したいので、高知県農業クラスター計画策定事業費補助金交付要綱第４条の規定により、補助金           円の交付を申請します。
記
１　事業区分（該当事業の〔　〕欄に○印を付してください。）

　〔　〕農業クラスタープラン作成事業（新規）
　〔　〕農業クラスタープラン作成事業（バージョンアップ）
　〔　〕次世代園芸団地基盤整備基本計画作成事業

　〔　〕ハウス等移設・撤去事業

　〔　〕次世代園芸団地用地確保事業（地権者集積協力金）

　〔　〕次世代園芸団地用地確保事業（耕作者集積協力金）
４  添付書類

（１）事業計画書（別紙１）
（２）収支予算書（別紙２）

（３）事業費の積算が分かる書類

（４）事業実施予定位置図
（５）その他知事が必要があると認める書類
（略）

別紙２　収支予算書（決算書）
（２） 支 出 の 部

区分
事業費予算額（決算額）
備　考
農業クラスタープラン作成事業
円
次世代園芸団地基盤整備

基本計画作成事業
円
ハウス等移設・撤去事業
円
次世代園芸団地用地確保事業
円
計
円
第２号様式（第６条関係）
第　　　　　　　　　号
令和　　年　　月　　日
令和　　年度高知県農業クラスター計画策定事業費補助金

補助事業中止（廃止）承認申請書
令和　　年　　月　　日付け高知県指令　　第　　号で交付の決定通知がありました事業について、下記のとおり中止（廃止）したいので、高知県農業クラスター計画策定事業費補助金交付要綱第６条第２号の規定により、その承認を申請します。
第３号様式（第７条関係）
第　　　　　　　　　号
令和　　年　　月　　日
令和　　年度高知県農業クラスター計画策定事業費補助金変更承認申請書
令和  年　月　日付け高知県指令　　第　　号で交付の決定通知がありました補助金について、下記のとおり計画を変更したいので、高知県農業クラスター計画策定事業費補助金交付要綱第７条の規定により、その承認を申請します。
第４号様式（第８条関係）
第　　　　　　　　　号
令和　　年　　月　　日
令和　　年度高知県農業クラスター計画策定事業費補助金実績報告書
令和    年　月　日付け高知県指令　　第　　号をもって交付の決定（又は変更決定）通知がありました事業について、下記のとおり実施しましたので、高知県農業クラスター計画策定事業費補助金交付要綱第８条第１項の規定により、その実績を報告します。
３  添付書類
  （１）事業実績書（別紙１）

（２）収支決算書（別紙２）

（３）農業クラスタープラン（参考様式１、参考様式２、参考様式３）又は次世代園芸団地基盤整備基本計画

　　　注１）農業クラスタープラン作成事業及び次世代園芸団地基盤整備基本計画作成事業の併用の場合は、農業クラスタープラン及び次世代園芸団地基盤整備基本計画

　　　 注２）ハウス等移設・撤去事業又は次世代園芸団地用地確保事業を活用した場合、事業実施計画書提出時に添付があれば、実績報告書での提出は不要
（４）取組の経過が分かる書類（写真等）（農業クラスタープラン作成事業、次世代園芸団地基盤整備基本計画作成事業又はハウス等移設・撤去事業の場合）
（５）支払関係書類
（６）20年以上の用地確保が分かる書類（次世代園芸団地用地
確保事業の場合）
（７）その他知事が必要があると認める書類
第５号様式（第８条関係）
第　　　　　　　　　号
令和　　年　　月　　日
令和　　年度高知県農業クラスター計画策定事業費補助金に係る

消費税仕入控除税額等報告
令和    年　月　日付け高知県指令　　第　　号で交付の決定（又は変更決定）がありました補助金について、高知県農業クラスター計画策定事業費補助金交付要綱第８条第３項の規定により、下記のとおり報告します。
第６号様式（第９条関係）
第　　　　　　　　　号
令和　　年　　月　　日
令和　　年度高知県農業クラスター計画策定事業費補助金概算払請求書
令和    年　月　日付け高知県指令　　第　　号をもって交付の決定（又は変更決定）通知がありました令和　　年度高知県農業クラスター計画策定事業費補助金を概算交付されるよう高知県農業クラスター計画策定事業補助金交付要綱第９条の規定により、下記のとおり請求します。
	高知県農業クラスター計画策定事業費補助金交付要綱
第１条　（略）

（補助目的）

第２条　県は、地域地域で園芸農業を核として関連産業を集積させる農業クラスターの形成を促進させるために、市町村又は民間企業（以下「補助事業者」という。）が、農業クラスタープランの作成又は次世代園芸団地の基盤整備に係る基本計画を作成する事業並びに園芸団地の用地を作り出すために必要なハウス等の移設・撤去に係る事業に要する経費に対し、予算の範囲内で補助金を交付する。

（補助事業者、補助対象経費及び補助率等）
第３条　前条に規定する事業（以下「補助事業」という。）に係る補助事業者、補助対象経費及び補助率等は、別表に定めるとおりとする。
第４条～第５条　（略）
（補助の条件）

第６条　補助事業者は、補助金の交付の目的を達成するため、次に掲げる事項を遵守しなければならない。

　(１)～（５）　（略）
（追加）

第７条　（略）
（補助事業の実績報告等）

第８条　（略）
２　第４条第２項ただし書の規定により補助金の交付を申請した場合は、第１項の補助金実績報告書の提出に当たって、当該補助金に係る消費税仕入控除税額等が明らかになったときは、これを補助金額から減額して報告しなければならない。
３　（略）
第９条～第11条　（略）
（情報の開示）
第12条　補助事業又は補助事業者に関して、高知県情報公開条例（平成２年高知県条例第１号）に基づく開示請求があった場合は、同条例第６条第１項の規定による非開示項目以外の項目は、原則として開示を行うものとする。
第13条　（略）
附　則
１　この要綱は、平成28年５月６日から施行する。

２　この要綱は、平成32年５月31日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に基づき交付された補助金については、第６条第１号、第８条第３項、第10条及び第12条の規定は同日以降もなおその効力を有する。

附　則

この要綱は、平成29年４月19日から施行する。
（附則の追加）

別表（第３条関係）補助事業者、補助対象経費及び補助率等

（改正後の別表との比較のため、改正前別表の行と列を入れ替えたものを掲載しています）

事業
区分
補助事業者
(事業実施主体)
事業
内容
補助対象要件

補助対象経費

補助率

補助金

上限額
農業クラスタープラン作成事業
市町村
　市町村を中心として、関係機関等で構成するクラスタープロジェクトチームを編成し、園芸農業を核として関連産業を集積させる「農業クラスタープラン」を作成する事業。
下記の内容を満たした「農業クラスタープラン」（「クラスターイメージ図（参考様式１）」と「クラスタープロジェクト工程表（参考様式２）」、「クラスター計画書（参考資料３）」）を作成し、実績報告書提出時に添えること。
① 次世代型ハウスの整備等による、概ね50a以上の生産面積の拡大
② ①を核とした２業種以上の関連産業の集積
先進地調査費、報償費、調査委託費、借上料、その他知事が必要と認める経費
定額
1プラン当たり300万円を上限とする。
次世代園芸団地基盤整備基本計画作成事業
市町村又は民間企業
市町村又はコンサル、建設業等の民間企業が、次世代型ハウス等の整備が可能な園芸団地の用地を作り出すために必要な地積測量や現況基礎調査、基盤整備実施設計書作成等、「次世代園芸団地基盤整備基本計画」を作成する事業。
下記の①又は②を満たした「次世代園芸団地基盤整備基本計画」（「計画平面図（縮尺500分の１以上の精度で次世代型ハウス等の配置含む）」、「整備事業費積算資料（整地費、用排水施設費等）」、「土地調書（現況用地測量図、権利関係等）」等）を作成し、実績報告書提出時に添えること。
① 概ね50a以上の次世代型ハウス等が建設可能な用地を生み出し、かつ、地権者から15年以上の利用権設定、ハウス設置、基盤整備による形状変更等の同意を得ること。 

② 概ね２ha以上の露地栽培のための用地を生み出し、かつ、地権者から５年以上の利用権設定、基盤整備による形状変更等の同意を得ること。
地積測量、現況基礎調査、権利関係の調整に要する租税公課、先進地調査費、実施設計作成費、委託費、その他知事が必要と認める経費
定額
用地面積１ha当たり300万円を上限とする。
ハウス等移設・撤去事業
市町村
市町村が、次世代型ハウス等の整備が可能な園芸団地の用地を作り出すために必要なハウス等の移設及び撤去に係る経費を支援する事業。
下記の内容を満たしていること。

① 概ね1ha以上の次世代園芸団地の計画に係るハウス等の移設、撤去であること。

② 地権者から中間管理機構等（注１）を介した15年以上の利用権設定、ハウス設置、基盤整備による形状変更等の同意が得られていること。

③「農業クラスタープラン」又は「次世代園芸団地基盤整備基本計画」が作成されており、次世代園芸団地の計画平面図（縮尺500分の１以上の精度で次世代型ハウス等の配置含む）があること。

※ただし、他の事業区分と併用する場合は、①を満たしていること。さらに、他の事業区分を実施することで②並び③の要件を満たした後に実施するものとする。
ハウス等の移設及び撤去に係る経費
県：２分の１以内

※ただし、市町村は補助金額以上を負担するものとする。
10a当たり450万円を上限とする。
（追加）
※事業区分の各事業は、併用を可能とする。
（追加）
（注１）中間管理機構等：農地中間管理機構、農地利用集積円滑化団体
第１号様式（第４条関係）

第　　　　　　　　　号
平成　　年　　月　　日
平成　　年度高知県農業クラスター計画策定事業費補助金交付申請書
  平成    年度において、下記のとおり高知県農業クラスター計画策定事業を実施したいので、高知県農業クラスター計画策定事業費補助金交付要綱第４条の規定により、補助金           円の交付を申請します。
記
１　事業区分（該当事業の〔　〕欄に○印を付してください。）

　〔　〕農業クラスタープラン作成事業

　（事業区分の追加）

　〔　〕次世代園芸団地基盤整備基本計画作成事業
　〔　〕ハウス等移設・撤去事業
（事業区分の追加）
（事業区分の追加）
４  添付書類

（１）事業計画書（別紙１）
（２）収支予算書（別紙２）

（３）事業費の積算が分かる書類

（４）位置図
（添付書類の追加）
（略）

別紙２　収支予算書（決算書）
（２） 支 出 の 部

区分
事業費予算額（決算額）
備　考
農業クラスタープラン作成事業
円
次世代園芸団地基盤整備

基本計画作成事業
円
ハウス等移設・撤去事業
円
計
円
第２号様式（第６条関係）
第　　      号
年　　月　　日
平成　　年度高知県農業クラスター計画策定事業費補助金

補助事業中止（廃止）承認申請書
平成　　年　　月　　日付け高知県指令　　第　　号で交付の決定通知がありました事業について、下記のとおり中止（廃止）したいので、高知県農業クラスター計画策定事業費補助金交付要綱第６条第２号の規定により、その承認を申請します。
第３号様式（第７条関係）
第　　　　　　　　　号
平成　　年　　月　　日
平成　　年度高知県農業クラスター計画策定事業費補助金変更承認申請書
平成  年　月　日付け高知県指令　　第　　号で交付の決定通知がありました補助金について、下記のとおり計画を変更したいので、高知県農業クラスター計画策定事業費補助金交付要綱第７条の規定により、その承認を申請します。
第４号様式（第８条関係）

第　　　　　　　　　号
平成　　年　　月　　日
平成　　年度高知県農業クラスター計画策定事業費補助金実績報告書
平成    年　月　日付け高知県指令　　第　　号をもって交付の決定（又は変更決定）通知がありました事業について、下記のとおり実施しましたので、高知県農業クラスター計画策定事業費補助金交付要綱第８条第１項の規定により、その実績を報告します。
３  添付書類
  （１）事業実績書（別紙１）

（２）収支決算書（別紙２）

（３）農業クラスタープラン（参考様式１、参考様式２、参考様式３）又は次世代園芸団地基盤整備基本計画

　　　注１）農業クラスタープラン作成事業及び次世代園芸団地

基盤整備基本計画作成事業の併用の場合は、農業クラスタープラン及び次世代園芸団地基盤整備基本計画

　　　 注２）ハウス等移設・撤去事業のみの申請の場合は不要
（４）取組の経過が分かる書類（写真等）
（５）支払い関係書類

　（添付書類の追加）

　（添付書類の追加）

第５号様式（第８条関係）
第　　　　　　　　　号
平成　　年　　月　　日
平成　　年度高知県農業クラスター計画策定事業費補助金に係る

消費税仕入控除税額等報告書
平成    年　月　日付け高知県指令　　第　　号で交付の決定（又は変更決定）がありました補助金について、高知県農業クラスター計画策定事業費補助金交付要綱第８条第３項の規定により、下記のとおり報告します。
第６号様式（第９条関係）
第　　　　　　　　　号
平成　　年　　月　　日
平成　　年度高知県農業クラスター計画策定事業費補助金概算払請求書
平成    年　月　日付け高知県指令　　第　　号をもって交付の決定（又は変更決定）通知がありました平成　　年度高知県農業クラスター計画策定事業費補助金を概算交付されるよう高知県農業クラスター計画策定事業補助金交付要綱第９条の規定により、下記のとおり請求します。
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